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１．はじめに

　本研究の目的は，中国の工業部門の地域パネ

ル・データを使用して，道路関連社会資本（＝

道路資本）を含んだ生産関数を推定し，道路資

本が生産を増加させるような効果（＝道路資本

の生産力効果）が存在するか否かを確認するこ

とである。さらに，工業部門の地域パネル・

データを使用して，確率フロンティア・モデル

による生産関数の推定を行い，各地域の効率性

に道路資本が寄与しているか否かを確認する。

　開発途上国にとって，自国の経済発展が円滑

に進行するために，社会資本を迅速かつ効率的

に整備することが不可欠な条件であることは 

Hirschman（１９６１）以来，開発経済学において

強く認識されてきた１。特に，鉄道，港湾，道路

といった交通インフラの整備は，輸送コストの

軽減はもちろんのこと，全国規模での生産ネッ

トワークの形成を促進することによって，工業

化に大きく貢献すると考えられる。開発途上国

の経済開発にとって最も重要な課題の一つは工

業化を推進することによって１人当たり GDP 

を増加させることである。そのため，社会資本

整備によって工業化が推進される可能性がある

ことを示すような研究を蓄積することができれ

ば，開発途上国において社会資本整備を推進す

る際の強い根拠となるであろう。

　一方，開発途上国の経済発展は，様々な格差

を伴うことが今日，開発経済学において広く認

識されるようになってきた。社会資本整備は，

それらの格差の中でも地域間格差の形成と強い

関係があると考えられる。仮に，社会資本が地

域の工業部門の生産能力の向上に正の影響を与

えるとすれば，その整備が遅れている地域では

必然的に他の地域と比較して工業部門の生産能

力が低い水準となり，所得や消費等，様々な面

における地域間格差の形成につながると考えら

れる。そして，工業化の地域間格差は，政治・

社会面における不安定要因となり，最悪の場合，

国家としての分裂をもたらすことになって，経

済発展の強い阻害要因となろう。

　開発途上国を対象として社会資本が地域レベ

ルにおいて工業部門の生産能力を向上させる可

能性があることを示すような研究を蓄積するこ

とができれば，社会資本整備の際には，常に工

業化における地域間格差の形成に注意するべき

であることを開発途上国の政府に提言すること

が可能となるであろう。ある開発途上国の社会

資本整備に関する経験は，他の開発途上国にお

いても役立つ要素が少なからず存在すると思わ

れる２。

　本研究は，その対象を開発途上国である中国
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───────────
１　ここで言う社会資本とは道路や鉄道といった
物的な社会資本のことである。
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としており，社会資本整備が工業化に与える影

響に関する定量的分析を蓄積するための一つの

試みといえよう。また，数量データを使用した

計量モデルによる分析を行うことによって，中

国の社会資本整備に関する問題点をより客観的

に把握することも可能となるであろう。次節に

おいては，主に開発途上国を対象として社会資

本の生産力効果を確認した先行研究について分

析し本研究の貢献を明らかにする。

２．先行研究

　開発途上国を対象に社会資本の生産力効果を

確認した先行研究としては，吉野・中東（２００１）

が挙げられる。吉野・中東（２００１）は戦前期の

日本，戦後期の台湾，タイの製造業と農業を対

象としてマクロ時系列データを使用して社会資

本を含んだトランスログ型生産関数を推定した。

その結果，社会資本に正の生産力効果が存在す

ることが確認された。

　また，森脇（２００４）は戦前期日本の農業，非

農業の時系列データを使用して，社会資本を含

んだコブ＝ダグラス型生産関数を推定した。そ

の結果，それぞれの産業の社会資本に生産力効

果が存在しており，経済発展の初期局面におい

ては，農業における社会資本の生産力効果が非

農業を上回ることが確認された。

　製造業を対象として地域レベルの生産関数の

推定を行った研究としては Kim and Lee（２００２）

を挙げることができる。Kim and Lee（２００２）

はアメリカの地域パネル・データを使用して社

会資本を含んだ確率フロンティア・モデルの生

産関数を推定した。そして各地域の技術効率性

に社会資本が正の影響を与えていることを確認

した。社会資本の中でも道路資本に注目してそ

の生産力効果を確認した研究としては Fernald

（１９９９）を挙げることができる。Fernald（１９９９）

は１９５３～８９年のアメリカの産業別パネル・デー

タを使用して TFP（Total Facter Productivity：

全要素生産性）の成長に道路資本が果たした役

割を確認した。その結果，１９７３年以前において

は道路資本が TFP の成長に有意に貢献してい

ることが確認された。

　また，Kim（２００１）は，１９８６～９７年における

韓国製造業の地域パネル・データを使用して道

路資本を含んだトランスログ型費用関数を推定

した。その結果，道路資本は製造業の生産性

の増加に正の影響を与えていることが確認され

た。Kim（２００１）は同時に，帰納的一般均衡

（＝CGE）モデルの推定を行っており，道路・

鉄道・港湾・空港といった交通インフラ投資が 

GDP を増加させる効果が存在することを確認

した。また，森脇（２００５）は，戦前期の日本の

マクロ時系列データを使用して，マクロレベル

の TFPの値に鉄道，道路，港湾といった交通関

連社会資本が与えた影響について確認した。そ

の結果，交通関連社会資本が TFP の値に有意

に正の影響を与えていることが示された。

　中国を対象とした研究としては以下の Fan 

and Zhang（２００４）などが挙げられる。Fan and 

Zhang（２００４）は１９９６年の中国農業センサスの

結果から得られる県レベルの地域クロスセク

ション・データを使用して農村部に存在する農

業・非農業部門のそれぞれについてインフラ変

数（灌漑，電話保有台数，道路密度）を含んだ

生産関数を推定した３。その結果，農業生産に

は灌漑，電話保有台数，道路密度が，非農業に

は電話保有台数がそれぞれ，生産に有意に正の

影響を与えることが確認された。

　また，Zhang and Fan（２００４）は，１９７８～９５

年の省・特別市レベルの地域パネル・データを

使用して，農村部に存在する農業・非農業のそ

れぞれについて，インフラ変数を含んだ生産関

数を推定した。その結果，農業については，灌

───────────
３　灌漑とは耕地面積あたりの灌漑面積，電話保
有台数とは一世帯あたりの保有台数，道路密度
とは面積あたりの道路延長距離数のことをいう。

───────────
２　もちろん，歴史，風俗，文化，民族等の相違
によって，ある国の経験が他国にそのままあて
はまるわけではないことは言うまでもない。
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漑と電話保有台数の推定パラメータの値は有意

に正であり，非農業については，道路と電話保

有台数が有意に正の値となった。

　　　　　́　一方，Demurger（２００１）は，１９８５～９８年の

２４の地域別のパネル・データを使用して，１人

当たり GDP の成長に影響を与えた要因につい

て確認した。その結果，道路，鉄道，水運等の

交通インフラは，１人当たり GDP の成長に正

の影響を与えており，その効果が逓減すること

が示された。これは，交通インフラ整備の経済

成長に与える効果は，経済発展の初期局面に最

も大きく，その効果は経済発展が進行するにつ

れて低下することを意味する。

　Nadiri and Mamuneas（１９９４）は，アメリカ

の製造業の２桁産業（１９５６～８６）のパネル・

データを使用して，社会資本と政府の研究開発

資本を生産要素として含むトランスログ型コス

ト関数を推定した。その結果，社会資本と政府

研究開発資本がコスト削減的であることを確認

した。

　以上の先行研究に関する考察から，開発途上

国を対象として社会資本を含んだ生産関数を推

定した研究が様々なアプローチで行われている

ことが確認されよう。本研究では，開発途上国

であり，比較的先行研究が少ないと思われる中

国を対象として，社会資本の中でも生産能力の

向上に重要な役割を果たすとされている道路資

本を含んだ生産関数の推定を行う。主に推計対

象とされる期間は１９９５～２０００年である。

　生産関数の推定に使用する道路資本は，PI 法

（Perpetual Inventory Method）によって全国

レベルの道路投資から推計する。中国を対象と

した先行研究では，社会資本の代理変数として

灌漑面積，電話保有台数，道路密度等が用いら

れていたが，投資データから道路資本を推計し

て，生産関数の推定に使用した研究は殆ど存在

しないと思われる。地域レベルの道路資本につ

いては，推計された全国レベルの道路資本を道

路延長距離数の地域間の比率に乗じて，省・特

別市レベルに按分して推計する４。

　工業部門に限定した生産関数の推定を行うこ

とによって，道路資本整備が中国の工業化に与

えた影響をより直接的に確認することが可能と

なる。多くの先行研究において，工業部門の生

産に道路資本が正の影響を与えるとする結果が

示されており，工業部門の社会資本の代理変数

として道路資本を使用することが可能であろう。

地域レベルでは，道路資本と工業部門の資本ス

トックの代理変数として使用される電力消費量

の値を，双方ともに使用可能なのが１９９５～２０００

年に限定されており，期間を定めた推定を行う

ことになった５。

　また，あわせて確率フロンティア・モデルに

よる生産関数の推定を行う。確率フロンティア

・モデルによる推定を行うことによって，社会

資本が各地域の技術効率性に与えた影響を確認

することが可能となる。確率フロンティア・モ

デルではコブ＝ダグラス型生産関数とトランス

ログ型生産関数の推定が試みられる。さらに，

推定期間における中国工業の地域別の技術効率

性の推移が確認される。

３．モデル

　社会資本の生産力効果を確認するために，多

くの先行研究では，コブ＝ダグラス型生産関数

が使用されている。ここで総生産を Y，労働力

を L，道路以外の資本（＝資本ストック）を KP，

道路資本を KG，技術水準を A，時間を t，各

地域を i，撹乱項を vとしよう６。本研究では

───────────
４　長期にわたって全国・地域別のデータを入手
可能なのが現時点においては道路投資のみであ
る。港湾投資については全国データを得ること
が可能であるが，地域別に按分することが不可
能であり，道路投資と比較して非常に小さな値
となっているため今回の推計では省略した。

５　中国の工業部門を対象に地域別の資本ストッ
クを金額ベースで推計することは困難である。
電力消費量は稼働率の年代や地域に関する相
違を考慮する必要がないため，工業部門を対
象とした場合，優れた資本ストックの代理変数
となる。詳しくは，Burnside, Eichenbaum and 
Rebelo（１９９５）を参照のこと。
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以下のような道路資本を含んだコブ＝ダグラス

型生産関数を推定する。

　　lnYit＝lnA＋ L lnLit＋ K lnKPit

　　　　　＋ G lnKGit－１＋vit ・・・・［１］

　［１］式では推定に使用される道路資本の値が，

生産の貢献へのタイムラグ，内生性の問題，等

を考慮して前期末値で表されている７。［１］式

は規模に関して収穫一定を仮定した場合，以下

のように資本生産性関数として書ける。

　　　Yit　　　　　　　　Lit　　ln（──）＝lnA＋ L ln（──）　　KPit　　　　　　　KPit

　　　　　　　　　　KGit－１　　　　　　＋ G ln（──）＋vit ・・・・［２］
　　　　　　　　　　KPit

　　　Yit　　　　　　　　Lit　ln（──）＝lnA＋ L ln（──）　　KPit　　　　　　　KPit

　　　　　　＋ G lnKGit－１＋vit ・・・・［３］

　Mead（１９５２）は社会資本を含む生産関数につ

いて，制約条件により，「要素不払い型」（ L＋

 K＋ G＝１）と「環境創出型」（ L＋ K＝１）

に分類しているが，本研究の［２］式は「要素不払

い型」，［３］式は「環境創出型」に対応している。

　本研究では工業部門の地域パネル・データを

使用して［１］式～［３］式と同じタイプのコブ＝ダ

グラス型生産関数を推定する。まず，［１］式～

［３］式を最小二乗法によって推定する。その後，

Fixed Effect モデル（＝固定効果モデル）と 

Random Effect モデル（＝変量効果モデル）に

よる推定を行う。パネル分析の場合，確率誤差

項 vit に影響を与える要因は以下のような式で

書ける。

　　vit＝θi＋eit ・・・・［４］

　θi：地域に特有な要因　eit：その他の要因

　［４］式の中で θi は推定期間を通じて一定の値

になることを仮定している。変量効果モデルは

θi が説明変数と無相関のとき，「ランダム」で

あると言われ，その場合，変量効果モデルによ

る推定が有効となる。一方，θi が説明変数と相

関している場合は，θi を「固定効果」として扱

い，固定効果モデルを使用することが望まし

い８。θi が説明変数と相関しているか否かはハ

ウスマン検定によって確認する。

　推定に使用されるデータは中国の省・特別市

レベルの鉱業，製造業，電力・ガス業等のデー

タを集計したものである。もちろん，同一の産

業を対象として生産関数の推定を行うことが望

ましいが，データの制約から困難である。その

ため，本研究では，次善の方法として，産業構

造や技術水準等の相違によって生じる各地域固

有の要因をモデルに含むことが可能な固定効果

モデルや変量効果モデルによる推定を行う。

　また，固定効果モデルや変量効果モデルによ

る推定と同時に，本研究では確率フロンティア

・モデルによる生産関数の推定を行う。確率フ

ロンティア・モデルでは生産関数を推定するこ

とによって，各地域の効率性を推計することが

できる。この場合，各地域固有の要因は，効率

性の差異によって表されることになる。さらに，

各地域における効率性の差異に影響を与えるよ

うな諸要因を考慮した生産関数の推定を行うこ

ともできる９。

　道路資本を生産要素として含んだ生産関数を

推定することとあわせて確率フロンティア・モ

デルによる推定を行うことによって，道路資本

が各地域の効率性に影響を与えるような効果を

───────────
６　TFP の導出については［１３］式を参照のこと。
７　道路資本以外の資本に関しては，電力消費量
がその代理変数として使用されており，今期の
稼働率が含まれていることから，前期末値を使
用しない。

───────────
８　パネル分析の説明は，浅野・中村（２０００）の
第１２章２２５ページの（１２－２－２）式，２３３－２３４ペー
ジの記述を参考にした。

９　本研究では Coelli（１９９６）で説明された The 
Battese and Coelli（１９９５）specification モデル
の推定を行う。
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確認することができる。生産関数の推定に際し

ては，コブ＝ダグラス型生産関数に加えてトラ

ンスログ型生産関数の推定を行う。確率フロン

ティア・モデルの場合，コブ＝ダグラス型生産

関数は以下のように書ける。

　

　lnYit＝lnA＋ K lnKPit＋ L lnLit

　　　　＋vit－uit ・・・・［５］

　　　Yit　　　　　　　　Lit　ln（──）＝lnA＋ K ln（──）　　KPit　　　　　　　KPit

　　　　　　＋vit－uit ・・・・［６］

　また，トランスログ型生産関数は以下のよう

に書ける。

　lnYit＝lnA＋ K lnKPit＋ L lnLit

　　　　　　　　　　　　　１
　　　　＋ LK lnLit lnKPit＋─ KK（lnKPit）

２

　　　　　　　　　　　　　２

　　　　　１
　　　　＋─ LL（lnLit）

２＋vit－uit ・・・・［７］
　　　　　２

　規模に関して収穫一定と対象性の条件が課さ

れた場合，［７］式は以下のように資本生産性関

数として書ける。

　　　Yit　　　　　　　　Lit　　１　　　Lit　ln（──）＝lnA＋ K ln（──）－─ LK（──）
２

　　KPit　　　　　　　KPit　　２　　KPit

　　　　　　＋vit－uit ・・・・［８］

　但し，規模に関して収穫一定と対称性の条件

が課された場合，トランスログ型生産関数は以

下のように書ける。

　　 L＋ K＝１

　　 LL＋ LK＝０

　　 KL＋ KK＝０

　　 LK＝ KL

　［５］式～［８］式の uit は非効率性を表す指標で

あり，ゼロで切断された正規分布 N（μit，σ２）

にしたがう確率変数である。確率フロンティア

・モデルの技術効率性 TEit は［５］式の場合，以

下のように負の非効率性－uit で表される。

　　　　　　　　　Yit　　TEit＝─────────　　　　　AKP K
itL

 L
it exp（vit）

　　　　＝exp（－uit） ・・・・［９］

　ここで，不効率性の指標 uit の平均値μit に道

路資本 KGと地域固有な要因 D１ が影響を与え

るとすれば，以下のような式で書ける。

　μit＝δ０＋δG lnKGit－１＋δD１D１ ・・・・［１０］

　［１０］式において δG，δD１＜０という関係が成

立していれば，ある地域の道路資本が増加すれ

ば，中国工業の平均的な非効率性は低下して技

術効率性は上昇することになろう。

　本研究では，［５］式～［８］式にμit を加えた推

定を行う。推定に使用されるダミー変数は先進

的な工業地域と思われる東部地域（北京市，天

津市，河北省，遼寧省，上海市，江蘇省，浙江

省，福建省，山東省，広東省，広西省，海南省）

を１，その他をゼロとする。確率フロンティア

・モデルのパラメータ推定に際しては，Colli, 

Rao and Battese（１９９７）に掲載されている対数

尤度関数を最大化する方法を採用した１０。

４．データ

　本研究では基本的に中国政府によって出版さ

れている公刊統計を使用している。本研究で使

用されるデータの出所は以下の通りである。

Y：各地域の総生産については，『新中国五十五

年統計資料匯編』に記載されている工業部門

の GRP（Gross Regional Product）の値を使

用した。

L：各地域の労働力については，国家統計局

（編）『中国統計年鑑』各年版に記載されてあ

───────────
１０　実際の推定には Frontier ４．１ を使用した。
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る各省・特別市の工業部門の就業者数の値を

使用した１１。

KP：各地域の資本ストックは，国家統計局

（編）『中国能源統計年鑑』各年版の電力平衡

表に掲載されている工業部門の電力消費量を

使用した。

KG：道路資本は実質投資の系列を積み上げる

PI 法によって推計する。その際に必要とな

るのが初期時点の道路資本である。初期時点

の道路資本は以下のような方法によって推計

した。まず，交通部（編）『新中国交通五十年

統計資料匯編（１９４９～１９９９）』に記載されてい

る１９４９～９９年の道路・橋梁建設投資（＝道路

投資）を Chow and Lin（２００２）と同じ方法

で推計した投資財デフレーターによって１９７８

年価格に実質化する。

　次に，実質道路投資の系列を１９５２～５６年につ

いて合計した値を『新中国五十五年統計資料匯

編』から得られる全国レベルの実質投資の系列

を１９５２～５６年について合計した値で割って道路

資本比率を求める。推計された道路資本比率を

Chow and Lin（２００２）から得られる５２年の資本

ストックに乗じて５２年末の道路資本を推計す

る１２。

　次に，１９５２年末の資本ストックを１９０５～５２年

まで均等に按分する。この間，除去額はゼロで

あると仮定されている。道路資本の耐用年数を

４８年と考えれば，按分された道路投資は４８年後

に除去されることになろう１３。その結果，各年

の道路資本は以下の式によって推計される。

　

　　KG＝KGt－１＋IGt－IGt－４８ ・・・・［１１］

　IG：実質道路投資

　

　こうして推計された全国レベルの道路資本

KG に各省・特別市の道路延長距離数の全国に

おけるシェアを乗じて地域レベルの道路資本を

推計した。地域別の道路延長距離数は，『新中

国交通五十年統計資料匯編（１９４９～１９９９）』に掲

載されている値を使用した。

　表１は本研究の実証分析に使用するデータを

１９５３～９８年について全国レベルでまとめたもの

である。資本 KPと総生産 Yは１９８０年以降，道

路資本 KGは１９９０年代以降，それぞれ著しく上

昇していることが確認されよう。

　

───────────
１１　中国では労働者を表す場合に「就業者」とい
う概念とは別に「職工」という概念も存在する。
加藤・陳（２００２，１５２ページ表Ⅱ－４）によれば，
「就業者」は１６歳以上で働きかつ報酬を得てい
る者とされる。また「職工」は国有部門，都市
集団所有制部門，連営部門，有限責任会社，株
式有限責任会社，華人系企業，外資系企業とそ
の付属機関で働き賃金を得ている者とされる
（３７５ページ付録Ｃ）。推定にはより範囲の広い
「就業者」概念で集計されたデータを使用した。

１２　Chow and Lin（２００２）の資本ストックの推計
値については Holz（２００６）が批判するように，投
資系列に在庫が含まれており，１９５２～８０年まで
投資財価格を一定と仮定している等，様々な問
題がある。ただし，推計に使用している全ての
値が公刊統計をそのまま使用しているため，
データの出所が明らかであり改善が行いやすく，
統計範囲が変更されやすい中国で全国レベルの
データを使用している点でその影響をうけにく
い，といったメリットも存在する。

表１　実証研究に使用されるデータ

KG（億元）KP（億 KWh）L（万人）Y（億元）

３１１２９１９５３

３４１６４１９５５

４８４９３１９６０

５６４６７１９６５

７４８０９１９７０

９３１，２４５１９７５

１１６２，４７２６，７１４１，９６７１９８０

１５７３，２８８８，３４９３，１５３１９８５

３９９４，８７３９，６９８４，９００１９９０

１，２９０７，６６０１０，９９３１１，０６０１９９５

２，８９７８，４０６９，３２３１５，08９１９９８

（資料）本文参照。

───────────
１３　中国の道路に関する耐用年数は現時点で入手
するのが困難である。そこで，内閣府政策統括
官（２００２，１５４ページ）の日本の道路の耐用年数
をそのまま使用した。
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５．実証分析の結果

（１）パネル推定の結果

　工業部門の地域パネル・データを使用した生

産関数の推定結果は表２～表４のように示され

る。まず表２の推定結果を確認してみよう。最

小二乗法による推定と個別データを使用した推

定が等しいという帰無仮説はＦ値が２４．３５とな
るため，５％水準で棄却される。また，固定効

果モデルによる推定と個別データを使用した推

定が等しいという帰無仮説はＦ値が０．７６とな
るため，５％水準で棄却されない。

　固定効果モデルによる推定と最小二乗法によ

る推定は等しいという帰無仮説はＦ値が１１０．６
となるため，５％水準で棄却される。さらに，

ハウスマン検定の結果，χ２（３）＝７７．１５となり，

固定効果モデルの推定結果が選択されることに

なる。よって，回帰式番号１～３の推定結果で

は固定効果モデルによる推定（回帰式番号２）

がより望ましい結果であると言えよう。以下同

様の手順の検定によって，表３の回帰式番号４

～６，表４の７～９の推定結果では，それぞれ

固定効果モデルによる推定（回帰式番号５，８）

がより望ましい結果と言える。

　固定効果モデルによる推定結果によれば，道

路資本 KG の推定パラメータの値は全て１％水

準で有意に正の結果となっており，中国の道路

資本に正の生産力効果が存在することが確認さ

れよう。さらにどの推定結果が望ましいかを尤

度比検定で確認してみよう。要素不払い型の制

約条件が正しいとする帰無仮説は尤度比検定統

計量が１８．２２となり，５％水準で棄却される。

　また，環境創出型の制約条件が正しいとする

帰無仮説は尤度比検定統計量が４６．９９となり５ 

％水準で棄却される。そのため，パラメータに

何らの制約条件を課さない推定結果（回帰式番

号２）が最も望ましいことになる。回帰式番号

２の推定結果によれば，道路資本 KG の推定パ

ラメータの値は１％水準で有意であるが，労働

力 L，資本ストック KP の推定パラメータの値

が有意な値ではない。そのため，工業部門を対

表２　地域パネル・データによる工業部門の生産関数の推定結果（１）

３２１回帰式番号

変量効果モデル固定効果モデル最小二乗法推定方法

lnYlnYlnY被説明変数

１９９５～２０００１９９５～２０００１９９５～２０００期間

０．３２０＊＊＊－０．０５５０．８６３＊＊＊lnL

（３．９５）（－０．５０）（１１．０５）

０．４６７＊＊＊０．１８６０．３７６＊＊＊lnKP

（４．４５）（１．５２３）（３．７０）

０．３５５＊＊＊０．３３５＊＊＊－０．０３３１lnKG

（９．８６）（８．１５）（－０．７７６）

０．０７１－０．８８９＊＊＊定数項

（０．１７）（－３．６２）

０．７１１０．９９２０．８５９R２

F（８４，５８）=０．７６F（１１２，５８）=２４．３５F検定１

F（２８，１４２）=１１０．６０F検定２

χ２（３）=７７．１５ハウスマン検定

１７４１７４１７４n

（注）表中の（　）内は t 値である。また，＊＊＊は両側１％，＊＊は両側５％，＊は両側１０％水準でそれぞれ有意であることを表
す。R２ は自由度修正済決定係数，nは標本数である。以下の表でも同じ。
（資料）『新中国交通五十年統計資料匯編（１９４９～１９９９）』４５-４６頁，『新中国五十五年統計資料匯編』９９頁，『中国統計年鑑』
１９９６～２００１年版の各部門及び地域別の就業者数（employed person）に関するページ，『中国能源年鑑』１９９１～１９９６年，１９９７～
１９９９年，２０００～２００２年版の地域別エネルギーバランスに関するページ，等に記載されたデータにより推定。
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象とした地域パネル・データによる推定結果で

は，道路資本に正の生産力効果が存在すること

が確認されるが，他の生産要素の推定パラメー

タの値が望ましいものではない。そこで，地域

に固有の要因をダミー変数で表すモデルを推定

してみよう。工業部門の先進地域として東部地

域を１，残りの地域をゼロとするダミー変数を

加えて最小二乗法によって推定した結果は表５

のように示される。

　表５のいずれの推定結果が望ましいかを尤度

比検定で確認してみよう。要素不払い型の制約

条件が正しいとする帰無仮説は尤度比検定統計

量が３０．３４となり，５％水準で棄却される。ま

た，環境創出型の制約条件が正しいとする帰無

仮説は尤度比検定統計量が１１．３１となり５％水

準で棄却される。そのため，尤度比検定の結果，

最も望ましいのは回帰式番号１０となる。また

D１＝０という帰無仮説を検定したところ，尤度

表３　地域パネル・データによる工業部門の生産関数の推定結果（２）

６５４回帰式番号

変量効果モデル固定効果モデル最小二乗法推定方法

lnY /KPlnY /KPlnY /KP被説明変数

１９９５～２０００１９９５～２０００１９９５～２０００期間

０．２４４＊＊＊０．２５６＊＊＊０．９１２＊＊＊lnL /KP

（３．３７）（３．１６）（１１．２８８）

０．３４４＊＊＊０．３７５＊＊＊－０．１０６＊＊＊lnKG /KP

（９．２４）（８．９７）（－２．６１）

０．８２５＊＊＊０．１０４定数項

（８．５３）（１．５５）

－０．０１１０．９７１０．４５７R２

F（５６，８７）=１．６７F（８４，８７）=４７．６７F検定１

F（２８，１４３）=１１０．６１F検定２

χ２（２）=５８．９２ハウスマン検定

１７４１７４１７４n

（資料）表２に同じ。

表４　地域パネル・データによる工業部門の生産関数の推定結果（３）

９８７回帰式番号

変量効果モデル固定効果モデル最小二乗法推定方法

lnY /KPlnY /KPlnY /KP被説明変数

１９９５～２０００１９９５～２０００１９９５～２０００期間

０．３６０＊＊＊０．３０８＊＊＊０．９４５＊＊＊lnL /KP

（４．０５）（２．８２）（１１．６８）

０．３２８＊＊＊０．３１９＊＊＊０．０５８lnKG

（８．５５）（６．８１）（１．４３）

－０．９７０＊＊＊０．０２１定数項

（－５．３０）（０．１３）

０．１４９０．９６６０．４４２R２

F（５６，８７）=１．８５F（８４，８７）=４３．７１F検定１

F（２８，１４３）=９５．６６F検定２

χ２（２）=３１．２７６ハウスマン検定

１７４１７４１７４n

（資料）表２に同じ。



中国における道路資本の生産力効果に関する計量分析 ９

比検定統計量は８０．２３となり，帰無仮説は棄却

された。そのため，ダミー変数を加えた推定が

正しいことになる。

　回帰式番号１０の推定結果では道路資本 KG の

推定パラメータの値は５％水準で有意に正と

なっており，道路資本が地域の工業の生産力を

増加させていることが確認されよう。また，労

働力 L，資本ストック KP の推定パラメータの

値も有意に正であり良好な推定結果となってい

る。推定された道路資本のパラメータの値を使

用して，地域別の限界生産力を推計してみよう。

推計には以下の式を使用した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　Yit　MPGit＝ KG─── ・・・・［１２］
　　　　　　　KGit－１

　道路資本の限界生産力の地域間における平均

値は１９９５～２０００年にかけて１．７９から０．４９へと急

速に低下しており，この期間に中国で道路資本

整備が急速に進行したことを示している。また，

２０００年時点で道路資本の限界生産力が最も高い

のは上海市であり，他の地域と比較して東部地

域の限界生産力が高い値となっている。中国に

おいては先進工業地帯である東部地域で道路資

本整備を推進すると相対的に高い工業部門の生

産力の増大を期待することができる。次節では，

道路資本を生産要素として扱うような生産関数

の推定とは別に，非効率性 uに影響を与える変

数とみなした確率フロンティア・モデルによる

推定を行う。

（２）確率フロンティア・モデルによる推定結果

　ここでは，地域パネル・データを使用した，

確率フロンティア・モデルによる生産関数の推

定を行い，地域別の技術効率性に道路資本が影

響を与えているか否かを確認する。技術効率性

は TFP と関係の深い指標である。TFP と技術

効率性の関係は，非効率性 uit を使用すれば，以

下の式のように書ける１４。

　lnTFP＝lnYit－ L lnLit－ K lnKPit

　　　　＝lnA＋vit－uit ・・・・［１３］

　表６は確率フロンティア・モデルによる生産

関数の推定結果である１５。

　非効率性を社会資本と東部地域の先進性を考

慮したダミー変数が説明するようなモデルと

なっている。表６の結果によれば，全ての推定

式において最小二乗法による推定結果が正しい

という帰無仮説（γ＝０）は尤度比検定の結果，

５％水準で棄却されることになる。γ＝σu
２／

（σv
２＋σu

２）であり，γ＝０である場合，σu
２＝

表５　地域パネル・データによる工業部門の生
産関数の推定結果（４）

１２１１１０回帰式番号

最小二乗法最小二乗法最小二乗法推定方法

lnY /KPlnY /KPlnY被説明変数

１９９５～２０００１９９５～２０００１９９５～２０００期間

０．７１６＊＊＊lnL

（１１．２０）

０．４２３＊＊＊lnKP

（５．２１）

０．１４３＊＊＊０．０８４＊＊lnKG

（４．４３）（２．３３）

０．７４９＊＊＊０．７７３＊＊＊lnL /KP

（１１．５０）（１１．２６）

０．００２lnKG /KP

（０．０５）

０．６５５＊＊＊０．５９１＊＊＊０．６０５＊＊＊D１

（１０．７８）（８．９３）（９．９５）

－０．５６０＊＊＊０．０３０－１．０４５＊＊＊定数項

（－４．０７）（０．５４）（－５．３２）

０．６６７０．６２８０．９０９R２

１７４１７４１７４n

（資料）表２に同じ。

───────────
１４　［１３］式から TFP は全地域に共通な技術 A，
撹乱項 vit，非効率性 uit に分解可能である。ま
た，技術効率性は exp（－uit）によって推計され
る。

１５　なお，通常の生産要素として道路資本を含む
タイプの生産関数の推定も確率フロンティア・
モデルで行ったが，パネル推定と同様に制約条
件無しのタイプの推定結果が選択され，道路資
本の推定パラメータは有意に正の値となった。
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０となって，非効率性 uは存在せず，最小二乗

法による推定結果が正しいことになる１６。

　よって，確率フロンティア・モデルによる推

定結果が望ましいことが確認されよう。また，

道路資本 KG とダミー変数 D１ は全ての推定式

において有意に負の結果となっている。この結

果は，道路資本 KG とダミー変数 D１ が工業部

門の効率性に対して正の影響を与えていること

を意味している。各地域の道路資本整備が促進

されるにつれて，工業部門の効率性は上昇する

ことが確認されよう。また，東部地域は他の地

域と比較して効率性が高いことになる。各地域

の工業部門の技術効率性 TE の推移を推計する

ために，尤度比検定によって望ましい式を検定

してみよう。

　パラメータに規模に関して収穫一定の制約条

件が課されるという帰無仮説は，コブ＝ダグラ

ス型生産関数では５％水準で棄却される（尤度

比検定統計量５．９５）が，トランスログ型生産関

数では５％水準で棄却されない（尤度比検定統

計量７．７０）。よってコブ＝ダグラス型生産関数

ではパラメータに何ら制約条件を課さないタイ

プ（［５］式）が，また，トランスログ型生産関数

ではパラメータに規模に関して収穫一定の制約

を課したタイプ（［８］式）がそれぞれ望ましいこ

とになる。
───────────
１６　Coelli（１９９６，p．６）の記述を参考にした。

表６　地域パネル・データを用いた確率フロンティア・モデルによる推定結果

１６１５１４１３回帰式番号

lnY /KPlnYlnY /KPlnY被説明変数

１９９５～２０００１９９５～２０００１９９５～２０００１９９５～２０００期間

０．６８３＊＊＊１．３３７＊＊０．７５１＊＊＊０．６５７＊＊＊lnL

（１１．６３）（２．０７）（８．５０）（８．４２）

０．５０４０．４７５＊＊＊lnKP

（０．８９）（５．５７）

－０．０１０　lnL lnKP

（－０．０３）

－６．６５３　（lnL）２

（－０．５４）

０．００９　（lnKP）２

（０．０４）

－０．１４７＊（lnL /KP）２

（－１．７８）

０．１２０＊＊＊０．１２３＊＊＊０．１２９＊＊＊０．１４３＊＊＊σ２

（１０．６６）（５．６１）（１０．１１）（５．５６）

０．０８７＊＊＊０．３１＊＊０．０３８０．４２９＊＊＊γ

（３．６８）（２．３９）（０．３８）（４．３５）

１．６３９＊＊＊１．８０６＊＊＊１．６１６＊＊＊１．６４２＊＊＊δ０
（９．７３）（５．４０）（８．６７）（６．５７）

－０．２５１＊＊＊－０．２６８＊＊＊－０．２３９＊＊＊－０．２４４＊＊＊lnKG

（－６．57）（－３．４９）（５．３０）（－４．０４）

－１．１６３＊＊＊－１．９１８＊＊＊－０．９４２＊＊＊－２．３１４＊＊＊D１

（－８．５６）（－９．２１）（－９．９４）（－１０．４６）

０．６７３＊＊＊－１．８０８＊＊０．６７１＊＊＊－０．０８３定数項

（１６．４１）（－２．５５）（１０．０６）（－０．４８）

１７４１７４１７４１７４n

（資料）表２に同じ。
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　また，コブ＝ダグラス型生産関数が正しいと

いう帰無仮説は，パラメータに何ら制約条件を

課さないタイプ，制約条件を課すタイプ，それ

ぞれ５％水準で棄却される（尤度比検定統計量

１２．２９，１０．５３）。よって，トランスログ型の生産

関数がコブ＝ダグラス型よりも望ましいことに

なる。トランスログ型の生産関数では規模に関

して収穫一定の制約条件をパラメータに課すタ

イプが望ましいため，最も望ましい生産関数と

して［８］式が挙げられよう。

　［８］式の推定結果（回帰式番号１６）によれば，

労働力 L の推定パラメータは１％水準で，（L／

KP）２ の推定パラメータは１０％水準でそれぞれ

有意な結果となっている。また，σ２（＝σv
２＋

σu
２）の推定パラメータは１％水準で有意に正

の結果となっている。最小二乗法による推定結

果が望ましいという帰無仮説も５％水準で棄却

されることから，非効率性 uが存在することを

仮定した確率フロンティア・モデルによる生産

関数の推定が正しいことになろう。［８］式の推

定結果から各地域の技術効率性を推計すると，

技術効率性の平均値は１９９５～２０００年にかけて

０．６７から０．８０へと上昇している。また，技術効

率性の変動係数は０．３８から０．２２へと低下してい

る。道路資本は地域の工業部門の技術効率性の

値を上昇させながら，その格差を縮小するよう

な役割を果たしていることが確認されよう。

６．おわりに

　本研究の結果は以下のようにまとめられる。

（１）工業部門の地域パネル・データを使用した

生産関数の推定によって，道路資本が総生

産に正の影響を与えていることが確認され

た。

（２）工業部門においては道路資本の限界生産力

は１９９５～２０００年にかけて全ての地域で低下

している。また，東部地域は他の地域と比

較して道路資本の限界生産力が高い。

（３）地域パネル・データを使用した確率フロン

ティア・モデルによる生産関数の推定の結

果，道路資本が中国の工業部門の技術効率

性に正の影響を与えていることが確認され

た。

（４）１９９５～２０００年において，中国の工業部門の

技術効率性は各地域において上昇している。

一方，技術効率性の地域格差は縮小してい

る。

　中国のような開発途上国において，道路資本

が地域レベルの工業部門の生産を増加させてい

ることを確認したことは，開発途上国の工業化

の推進に道路整備が一定の役割を果たしている

ことを示唆するものであろう。また，道路資本

の限界生産力は，上海を中心とした東部の先進

的工業地域で相対的に高くなっており，この地

域の工業化の一層の進展にとって道路整備を重

点的に行う必要性は高いと判断される。工業部

門の技術効率性に道路資本が正の影響を与える

ことが確認されたことは，相対的にインフラが

不足している地域において道路整備を行うこと

が，地域の工業の生産性を高め格差の縮小をも

たらす可能性があることを示している。以上の

仮説は，さらに多くの開発途上国を対象とした

実証研究を行うことによって確認される必要が

ある。今後の重要な課題であると言えよう。
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　The purpose of this research is to estimate the production function that contains the 

infrastructure related to the road (= the road capital) as a factor of production by the use of the 

regional industrial panel data in China, and to confirm whether the road capital increases the 

aggregate production exists. In addition, the stochastic frontier production function is estimated by 

using regional industrial panel data, and it is confirmed whether the road capital contributes to the 

efficiency measured.

　The results of this research are as follows. 

(1) It is confirmed that the road capital has a positive influence on the aggregate production by 

estimating the production function by the use of the regional industrial panel data. 

(2) In the industrial sector, the marginal productivity of the road capital has decreased in all regions 

from 1995 to 2000. Moreover, in China, the marginal productivity of the road capital in the east 

region is higher than in other regions. 

(3) It is confirmed that the road capital has a positive influence on the technical efficiency of the 

industrial sector in China as a result of the estimation of the stochastic frontier production 

function by the use of the regional panel data. 

(4) The technical efficiency of the industrial sector in China has risen in various places from 1995 to 

2000, while geographical inequality of the technical efficiency has been reduced.




